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Abstract: Geospatial information including aerial photographs has been widely utilized in the duties of

local governments and the needs for such information are growing. Most of the local governments are

in financial difficulties, so they have to develop geospatial information through the efficient scheme,

for example the cooperative programs between multiple municipalities. But it seems difficult because

many stakeholders are involved. In this paper, through the case studies in two areas (Yamanashi and

Kumamoto), we clarify the conditions for promoting the development of aerial photographs under the

cooperative scheme between multiple municipalities or multiple divisions.
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1. はじめに

1.1 研究の背景

地方自治体の業務においては，航空写真等の地理

空間情報が幅広く活用されることで業務の効率化

やサービスの向上が図られる一方，昨今の財政状況

の悪化や GIS に関する人材不足等を背景に，必要と

している地理空間情報を整備することができない，

あるいは，古い情報を更新することができないとい

った自治体が多く存在している．

今後，より多くの自治体業務において十分に地理

空間情報が活用されるためには，地理空間情報整備

の更なる費用削減や GIS に関する人材確保等の有

効な手段が求められており，その一つとして共同整

備という考え方がある．

山本ら（2008）1),中村ら（2008）2)は，共同整備

によるコスト削減効果の試算方法や共同整備によ

るリスクについて検証している．また，総務省では，

地方自治情報センター及び東京大学とともに，共同

整備を実現するための指針として2009年5月に「地

理空間情報に関する地域共同整備推進ガイドライ

ン」3)を策定，公表している．また，大伴ら(2010) 4)

は，当該ガイドラインをもとに，熊本都市圏域をケ

ーススタディとして航空写真の共同整備に関する

費用分担の検討を行っており，異なる市町村同士で

の共同整備に関する研究が進んでいる．

一方で，これまでの地方自治体においては，業務
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ごとや部署ごとに必要な地理空間情報を個別に整

備する傾向にあったために，ひとつの地方自治体に

おいて同種の地理空間情報を重複して整備してい

るという事態がしばしば発生している．しかし，山

梨県大月市 5)において固定資産業務と都市計画業

務で航空写真を共同利用することで重複投資を排

除する等，一部の市町村では，複数の業務部門にま

たがる共同整備が行われる事例がみられるように

なってきた．以上から，共同整備推進のためのより

効果的な推進手法の検討にあたり，関与する主体の

範囲を拡大し，異なる自治体間の複数の業務間での

可能性を検証していくことが求められている．

1.2 研究目的

本研究では，地方自治体において特にニーズが高

い航空写真を題材とし，複数部門にまたがって共同

整備を行う場合での整備仕様や主体間の参加パタ

ーンに着目して可能性を検証した．特に，航空写真

は，固定資産業務や都市計画業務をはじめ，ひとつ

の自治体内でも多岐にわたる業務でニーズがある

地理空間情報であり，異なる地方公共団体間の複数

の業務部門での共同整備に着目し，可能性や課題等

を明らかにした．

2. 検討方法

2.1 検討の流れ

航空写真を活用している，あるいは活用したいと

考えている業務部門は多く存在するが，まずは現状

活用が進んでいる固定資産業務及び都市計画業務

の２業務に着目し，複数の自治体間の２業務にまた

がる共同整備の可能性や課題を明らかにする．研究

にあたっては，山梨県下市町村と熊本都市圏の 2地

域でそれぞれの研究会を設置し，ケーススタディを

行った．次に，上記２業務以外に航空写真へのニー

ズが高い森林・農業・防災部門と全庁の GIS 推進の

担い手である情報政策部門も含め，幅広い業務部門

にまたがる共同整備の可能性や推進体制について，

山梨県下市町村でのケーススタディを行った．

2.2 ２地域におけるケーススタディの方法

(1)山梨県下市町村における勉強会の設置

山梨県情報政策課及び 16 市町村の協力を得て，

「地理空間情報の整備・利活用に係る共同化の推進

に関する勉強会」（以降，「山梨県下勉強会」という。）

を設立し，航空写真の共同整備によるコスト削減シ

ミュレーション，航空写真の共同整備に関するアン

ケート調査，勉強会での意見交換等を行った．実施

したアンケートの概要は以下のとおり．

 アンケート調査実施時期：平成 23 年 1月 6日～

1月 14 日

 対象：勉強会参加自治体の情報政策部門,固定資

産部門,都市計画部門,森林管理部門,農地管理

部門,防災管理部門

 回収率（市町村ベース）：山梨県と及び市町村（14

団体／16 団体）

 設問内容：航空写真共同整備への参画意向及び

参画条件,望ましい推進主体,他自治体への連携

意向,費用負担の考え方,期待される共同化テー

マ 等

(2)熊本都市圏域における研究会の設置

熊本都市圏域の市町村の協力を得て「地理空間情

報の整備・利活用に係る共同化の推進に関する研究

会」（以下，熊本研究会という）設立した．この研

究会を通じて固定資産・都市計画業務で共用できる

航空写真の共同整備仕様の検討，共同整備による費

用削減効果並びに共同整備に向けての課題につい

て検討を行った．実施したアンケートの概要は以下

のとおり．

 アンケート調査実施時期：平成 23 年 2月 22日

～平成 23年 3月 8日

 対象：参加自治体の固定資産部門,都市計画部門

 回収率（市町村ベース）：8団体／15団体



 設問内容：航空写真撮影にあたって重視する条

件，固定資産部門での都市計画部門で整備した

航空写真の活用可能性，都市計画部門での固定

資産部門で整備した航空写真の活用可能性，固

定資産門で整備した航空写真の活用可能性，隣

接市町村の航空写真整備への相乗りの可能性

3. 航空写真の共同整備の可能性

3.1 固定資産業務と都市計画業務間での共同整備

の可能性の検討

熊本都市圏においては，都市計画部門で，地図情

報レベル 2500 の位置正確度，航空カメラの種類，

全域撮影が重視され，固定資産部門では，固定資産

賦課期日時点，地図情報レベル 1000 の位置正確度，
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草木が繁茂している時期の写真

草木が落葉している時期の写真

固定資産賦課期日（1月1日）時点
の写真

撮影時期は問わず業務期限に合
わせた時点の写真

使用する航空カメラの種類（アナ
ログカメラもしくはデジタルカメラ）

航空写真を撮影する位置
（撮影コース、撮影主点）

都市計画図が作成できる精度
（地図情報レベル2500）

固定資産現況調査事業ができる
精度（地図情報レベル1000程度）

全域撮影

部分撮影（欲しい地区だけ）

3年毎の撮影

5年毎の撮影

その他

固定資産

都市計画

※1 重要だと思う条件の順位に応じ、1 位 6 点、2 位 5 点、3 位 4 点、4
位 3 点、5 位 2点、6位 1 点として合計した。

※2 実線枠：固定資産にて点数が高かった条件
点線枠：都市計画にて点数が高かった条件

図- 1 航空写真整備で重視する要件（熊本・部門別）

全域撮影，3年毎の更新が重視されている（図-1）．

また，都市計画部門において，固定資産部門でニ

ーズの高い地図情報レベル 1000 の航空写真を利用

可能（「利用可能（仕様としてちょうどよい）」と「利

用可能（仕様としては，ややオーバースペック）」

の合計）と回答した割合は 85.7％に達した．

山梨県下においては，都市計画部門では地図情報

レベル 2500 の位置正確度へのニーズはやや高いも

のの，位置正確度・撮影時期・更新時期の整備仕様

について必須要件を有する割合は少ない．一方，固

定資産部門では，3年間隔（固定資産評価替えの間

隔），固定資産賦課期日近辺の時期での撮影（12 ～

1月），地図情報レベル 1000 の位置正確度を必須要

件とする割合が特に高い（図-2）．また，都市計画

部門で地図情報レベル 1000 の位置正確度・3 年間

隔の航空写真の利用において検討可能と回答した

割合は 64.3％であった．
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図- 2 航空写真整備で重視する要件（山梨・部門別）



以上より，共同整備における仕様要件（位置正確

度・撮影時期・更新間隔）を整理すると，位置正確

度については地図情報レベル 1000 を満たせば固定

資産部門だけでなく都市計画部門のニーズにも対

応できる．撮影時期及び更新間隔については，都市

計画部門が強く求める要件はなく，固定資産部門の

「固定資産賦課期日近辺の時期での撮影（12～1

月）」や「3年更新（固定資産評価替えの間隔）」の

ニーズに合わせることで，固定資産及び都市計画の

幅広い主体の参画が可能となると言える．

また，地図情報レベル 2500・5 年更新の場合につ

いても，一部の固定資産部門で利用意向を確認する

ことができた．位置正確度と更新頻度を高めると，

整備費用は高くなる傾向にあり（山梨勉強会での共

同整備によるコスト削減に関する試算 5)によると，

地図情報レベル 1000・3年更新で 17 千円／k㎡･年

であるのに対し，地図情報レベル 2500・5 年更新で

は 5千円／k㎡･年），都市計画部門を中心に地図情

報レベル 2500・5 年更新のパターンで共同整備を推

進し，低スペックの仕様での共同整備でも参画可能

と考える一部の自治体の固定資産部門が相乗りす

るパターンの可能性も認められた．

3.2 多数の業務部門（固定資産，都市計画，農業，

森林，防災，情報政策）での共同整備の可能性

(1)航空写真整備で重視する条件

位置正確度については，固定資産部門以外（都市

計画，森林管理，農地管理，防災管理）では，約 6

～7割は必須要件がなく，必須要件があっても，そ

の多くが地図情報レベル 2500 程度でよい．撮影時

期については，固定資産以外の部門の半数以上は時

期にこだわりがないものの，一部の森林管理で「そ

の他（3～9月，落葉前）」や一部の防災管理で「冬

以外／雪以外」を要件としており，固定資産税の 1

月 1 日近辺と相反する時期を希望する主体が存在

する．更新間隔については，固定資産以外の業務部

門では，約 6 割～8割でこだわりがないが，都市計

画及び森林管理においては，「5 年ごと」を希望す

る自治体が一定程度あり，都市計画及び森林計画の

見直し期間が 5 年間であることにあわせたいとい

うニーズが窺える.
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図- 3 航空写真整備で重視する要件（山梨・部門別）



以上から，固定資産業務と都市計画業務の２業務

で共同整備を進める場合と比較して，多数の業務が

関与すると，撮影時期と更新間隔において一部の業

務で歩み寄りが必要となることが明らかとなった．

(2)航空写真整備のパターン

共同整備の仕様と共同整備の推進形態により，以

下の７ケースへの参画意向を比較した．

表-1 比較した共同整備のパターン

撮影精度 更新サイクル

A-1 県下の全市町村が参
加して共同撮影

地図にして
1/2500程度

5年毎 10千円/km2・年
→5千円/km2・年

A-2 県下の全市町村が参
加して共同撮影

地図にして
1/1000程度

3年毎 34千円/km2・年
→17千円/km2・年

B-1 地域的にまとまった市
町村が共同撮影

地図にして
1/2500程度

5年毎 10千円/km2・年
→5千円/km2・年

B-2 地域的にまとまった市
町村が共同撮影

地図にして
1/1000程度

3年毎 34千円/km2・年
→17千円/km2・年

C-1 近隣の市町村の撮影
計画に便乗

地図にして
1/2500程度

5年毎
10千円/km2・年
→5千円/km2・年
(※2)

C-2 近隣の市町村の撮影
計画に便乗

地図にして
1/1000程度

3年毎
34千円/km2・年
→17千円/km2・年
(※2)

D 県の撮影計画に便乗 地図にして
1/2500程度

5年毎
5千円/km2・年
→2千円/km2・年
(※3)

ケース 共同整備の推進形態
撮影仕様

※1 積算基準に基づく試算からの推定
※2 参加市町村の範囲による。ここではＢケースと同様の値をおいています。
※3 県の負担割合を1/2とした場合

期待される
節約効果 (※1)

共同整備の推進形態として，県下の全市町村が参

加(A)，地域的まとまりのある市町村が参加(B)，近

隣市町村の撮影計画に便乗(C)，県の撮影計画に便

乗(D)を比較すると，県の撮影計画に便乗(D)がいず

れの部門においても最も参加意向（参加する又は検

討の余地ありの合計）が高くなるケースであった．

共同整備の仕様で比較すると，地図情報レベル

2500・5 年毎(1)よりも地図情報レベル 1000・3 年

毎(2)の方が A～C のいずれでも参加意向が高くな

った．また，部門別の傾向では，固定資産部門では

特に上記の傾向が強く（1よりも 2のケースの方が

50%～62.5%参加意向が高まる），逆に防災部門では

固定資産仕様の方が若干低くなる（1 よりも 2のパ

ターンの方が 7.1%～14.3%参加意向が低くなる）こ

とより，防災業務にとっては，位置正確度よりもコ

ストの低さが求められている傾向がみられる．

表-2 共同整備のパターン別肯定率の比較

A-1 A-2 B-1 B-2 C-1 C-2 D A B C
情報政策 62.5% 81.3% 56.3% 68.8% 56.3% 75.0% 62.5% 18.8% 12.5% 18.8%
固定資産 31.3% 93.8% 31.3% 81.3% 31.3% 81.3% 31.3% 62.5% 50.0% 50.0%
都市計画 85.7% 78.6% 71.4% 64.3% 64.3% 64.3% 85.7% -7.1% -7.1% 0.0%
森林管理 68.8% 75.0% 56.3% 62.5% 62.5% 62.5% 75.0% 6.3% 6.3% 0.0%
農地管理 53.3% 66.7% 46.7% 60.0% 53.3% 60.0% 60.0% 13.3% 13.3% 6.7%
防災管理 71.4% 64.3% 78.6% 64.3% 78.6% 64.3% 85.7% -7.1% -14.3% -14.3%
全部門 61.5% 76.9% 56.0% 67.0% 57.1% 68.1% 65.9% 15.4% 11.0% 11.0%
(*)パターン2(1/1000・3年毎)の肯定率からパターン1(1/2500・5年毎)の肯定率を引いたもの

肯定率 パターン1と2の差(*）

4. まとめ

本研究を通じて，固定資産部門，都市計画部門及

びその他複数の部門間で航空写真の共同整備を推

進する場合に，複数の業務で利用可能な仕様条件を

確認することができた．また，従来のように個別に

整備する際には，業務ごとに適した仕様で整備され

てきたが，地図情報レベル 2500 の航空写真でも，

一部の固定資産部門では利用可能と判断している

等，共同整備によるメリットに鑑み，従来よりも低

スペックでの整備へ歩み寄りするという可能性も

確認できた．

熊本市においては，固定資産部門で撮影した航空

写真が都市計画部門でも活用可能であるかの技術

的な問題を検証した結果、問題ない旨が確認された

ことで，熊本研究会で実施したアンケートにおいて、

当該部門間での航空写真の共同利用への前向きな

結果が得られた．この点からも，異なる部門間であ

っても，共同整備や共同利用をしていくことの実現

性についても確認できた．

また，山梨地域では，農業分野のために整備され

た航空写真は，県と各市町村の農業部門間で利用で

きるようになっているが，今後予定されている航空



写真の更新にあたって，農業分野での県及び県下市

町村間での共同整備の可能性も考えられると，勉強

会の場で意見として得られた．このように，県と市

町村間で既に連携がある業務を出発点として共同

整備を推進していくことも考えられる．

5. 今後の課題

山梨勉強会及び熊本研究会の議論においては，実

際に共同整備を推進する上では，主導する主体の存

在や，参画する主体間の合意形成にかかる時間やタ

イミングが課題となるという意見があった．特に，

参画主体が多岐にわたればわたるほど，合意形成が

困難になると考えられ，日頃の異なる主体間での情

報共有や，撮影計画が浮上したタイミングで様々な

部署や関係自治体への迅速な声かけ等が必要とな

るだろう．
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